
第２章 主要統計指標－２   

産 業 連 関 表 

  

＜いみ＞ 

 国(域)内経済において、ある一定期間(通常１年間)に行われた財貨・サービスの産

業相互間の取引関係を示した一覧表である。国民経済計算では中間生産物として除か

れている産業間の取引を表すことにより、生産活動の全容を明らかにしているところ

に特色がある。 

 

＜たとえば＞ 

 

 

 例えば表１において、製造業部門を縦方向(列)にみると 27,935 百億円の財貨・サー

ビスを生産するために、中間投入（原材料など中間財の購入）で 17,970 百億円、粗付

加価値（雇用者報酬、資本減耗引当など）で 9,965 百億円の費用を要することを示し

ている。 

横方向(行)にみると、製造業において生産された財貨・サービスは、中間需要部門

(原材料としての需要)に 18,733百億円、最終需要部門(消費、投資、輸出など)に 15,279

百億円の合計 34,012 百億円の需要があるが、これは製造業部門の国内生産額 27,935

百億円と輸入 6,077 百億円でまかなわれていることを示している。 

  

表１　令和２年(2020年)産業連関表（取引基本表） （単位：百億円）

中間需要 最終需要 需　要 (控除) 国　内

農林漁業 製造業 建設 電気・ガス・水道 商業・運輸・郵便 サービス その他 計 消費 投資 輸出 計 合　計 輸　入 生産額

農 林 漁 業 160 775 6 0 1 87 0 1,030 382 47 10 438 1,468 -232 1,237

製 造 業 273 11,932 1,853 144 864 3,049 618 18,733 5,869 3,739 5,670 15,279 34,012 -6,077 27,935

建 設 4 75 6 74 82 85 206 532 0 6,357 0 6,357 6,889 0 6,889

電 気・ ガ ス ・ 水 道 15 606 25 305 298 468 184 1,901 872 0 6 877 2,779 -０ 2,778

商 業・ 運 輸・ 郵便 151 2,040 634 100 1,252 1,387 621 6,184 6,056 964 1,258 8,278 14,463 -210 14,253

サ ー ビ ス 37 1,063 728 309 1,460 2,922 2,486 9,004 14,282 2,124 532 16,938 25,942 -667 25,276

そ の 他 21 1,480 282 610 1,244 1,925 3,544 9,104 14,227 2,305 771 17,302 26,407 -2,134 24,273

計 661 17,970 3,533 1,542 5,202 9,923 7,658 46,489 41,687 15,535 8,247 65,470 111,959 -9,320 102,639

家 計外 消 費 支 出 7 222 84 16 171 237 196 933

雇 用 者 所 得 206 4,636 2,368 236 5,634 10,667 4,641 28,388

営 業 余 剰 207 1,479 268 244 951 943 5,189 9,280

資 本 減 耗 引 当 196 2,952 330 651 1,603 2,760 5,653 14,146

間 接 税 32 690 332 108 714 858 981 3,716

( 控 除 ) 補 助 金 -72 -15 -26 -18 -22 -114 -46 -312

計 576 9,965 3,355 1,236 9,051 15,352 16,614 56,150

1,237 27,935 6,889 2,778 14,253 25,276 24,273 102,639

　⇒ 総務省「令和２年(2020年)産業連関表」により作成
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さきにみたように製造業部門では、生産額 27,935 百億円に対して、中間投入とし

て電力・ガス 606 百億円、商業・運輸・郵便 2,040 百億円…を必要とすることから、

表２では製造業で 1 単位生産するには各々から、 

606÷27,935≒0.0217 単位、 

2,040÷27,935≒0.0730 単位、…必要となることを示している。 

 

表３では製造業部門で１単位の需要があった時、電力・ガス 0.0351 単位、商業･運

輸・郵便 0.1109 単位…の生産が必要となることを示している。縦方向の合計値（列和）

1.9231 は、製造業部門が他産業へ与える影響（生産波及）の大きさを示している。横

方向の合計値（行和）は、各産業に各１単位の需要があったとき、製造業部門は農林

漁業部門 0.3497 単位、製造業部門 1.5489 単位…の合計 2.9535 単位を直接･間接に供

給しなければならないことを示している。 

農林漁業 製造業 建設 電気・ガス・水道 商業・運輸・郵便 サービス その他 平均

農 林 漁 業 0.1296 0.0277 0.0009 0.0000 0.0001 0.0035 0.0000 0.0100

製 造 業 0.2208 0.4271 0.2689 0.0520 0.0606 0.1206 0.0254 0.1825

建 設 0.0033 0.0027 0.0009 0.0265 0.0058 0.0034 0.0085 0.0052

電気・ガス・水道 0.0119 0.0217 0.0037 0.1096 0.0209 0.0185 0.0076 0.0185

商業・運輸・郵便 0.1217 0.0730 0.0920 0.0361 0.0878 0.0549 0.0256 0.0603

サ ー ビ ス 0.0301 0.0381 0.1056 0.1112 0.1024 0.1156 0.1024 0.0877

そ の 他 0.0170 0.0530 0.0409 0.2196 0.0873 0.0761 0.1460 0.0887

粗 付 加 価 値 0.4656 0.3567 0.4871 0.4450 0.6350 0.6074 0.6845 0.5471

国 内 生 産 額 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

⇒ 総務省「令和２年（2020年）産業連関表」により作成

表２　投入係数表

表３　逆行列係数表　　　　　　　　 　 　型

農林漁業 製造業 建設 電気・ガス・水道 商業・運輸・郵便 サービス その他 行 和

農 林 漁 業 1.1312 0.0382 0.0129 0.0046 0.0041 0.0099 0.0024 1.2033

製 造 業 0.3497 1.5489 0.4576 0.1565 0.1396 0.2259 0.0754 2.9535

建 設 0.0062 0.0060 1.0046 0.0340 0.0091 0.0066 0.0104 1.0769

電 気 ・ ガ ス ・ 水道 0.0250 0.0351 0.0206 1.1346 0.0328 0.0311 0.0145 1.2936

商業・運輸・郵便 0.1562 0.1109 0.1445 0.0783 1.1185 0.0885 0.0448 1.7417

サ ー ビ ス 0.0724 0.0818 0.1653 0.1945 0.1518 1.1630 0.1354 1.9641

そ の 他 0.0638 0.1022 0.1033 0.3212 0.1394 0.1275 1.1784 2.0359

列 和 1.8044 1.9231 1.9087 1.9236 1.5953 1.6526 1.4612

⇒ 総務省「令和２年(2020年)産業連関表」により作成
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＜かんどころ＞ 

１.我が国の産業連関表 

 我が国で産業連関表が作成されたのは昭和 26 年(1951 年)表が最初であり、その後

昭和 30 年(1955 年)表から総務省など関係各府省庁の共同作業によりおおむね５年

毎に作成されており、現在、令和２年(2020 年)表が公表されている。 

 

２.産業連関表の見方 

(1) 取引基本表（表１） 

 表１の数字を縦（列）方向に沿ってみると、ある産業（各列部門）が生産のた

めにどの産業（各行部門）の生産物をどれだけ購入したか（中間投入）、生産の

ための労働力等をどれだけ必要としたか（粗付加価値）など、各列部門の費用構

成を示しており、投入（Input）と呼ばれている。 

表１の数字を横（行）方向に沿ってみると、ある産業（各行部門）の生産物が

原材料としてどの産業（各列部門）にいくら販売されたか（中間需要）、また、

製品として消費、投資、輸出にどれだけ向けられたか（最終需要）など、各行部

門の販路構成を示しており、産出（Output）と呼ばれている。このため産業連関

表は、投入（Input）・産出（Output）表、略してＩ-Ｏ表ともいわれる。縦方向

の合計値（総投入額）と横方向の合計値（総産出額）は一致し、当該産業の生産

額に等しい。 

 

(2) 投入係数表（表２） 

 投入係数とは、ある産業（列部門）で、生産物 1 単位を生産するために必要な

各産業（行部門）からの原材料などの投入量（割合）をいう。 

 

(3) 逆行列係数表（表３） 

 逆行列係数とは、ある産業（列部門）に対して 1 単位の需要があった場合の各

産業（行部門）に対する生産波及の究極的な大きさを示したものをいう。 

 

３.産業連関分析 

 産業連関表は、それ自体で経済取引の実態を明らかにする統計表として有用であ

るが、内生部門（中間投入と中間需要で囲まれた部分）の数値を加工して作成され

た投入係数表や逆行列係数表を用いた産業連関分析によって、経済予測や開発・投

資の効果測定等を行うことができる。 

例えば、製造業に新たに 1,000 億円の需要が生じたとすると、製造業に 1,000 億

円×0.427(投入係数)＝442.7 億円、サービス業に 1,000 億円×0.0381＝38.1 億円…

の需要を生み出す。製造業、サービス業など各産業に生じた需要は、以降次々と生

産を誘発していく。製造業の 1,000 億円の需要は、最終的には製造業に 1,000 億円×



 

 

1.5489＝1,548.9 億円、サービス業に 1,000 億円×0.0818＝81.8 億円…、全産業で 

1,000 億円×1.9231＝1,923.1 億円の生産を誘発することになる(直接効果＋第１次

波及効果)。これによって新たな雇用者所得が発生し、消費需要が増加して、再び生

産を誘発する(第２次波及効果)。その後も、新たな雇用者所得の発生と、消費需要

の増加を通じて新たな生産が誘発され（第３次波及効果）、循環的に収束するまで

続くが、実際の産業連関分析においては、生産波及に応えるだけの生産能力がない

こと、在庫品で対応すること等による「波及の中断」や消費時期のタイム・ラグ等

の問題があるため、第２次波及効果までを計測するのが一般的である。 


